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平成１３年３月期  個別中間財務諸表の概要 

                                平成１２年１１月２８日 
 

会 社 名 フクダ電子株式会社   
コード番号 ６９６０                    
本社所在地 東京都文京区本郷３丁目３９番４号        
問い合わせ先  責任者役職名 取締役経理統括部長 
        氏    名 岩 本 雅 行  ＴＥＬ（０３）３８１５－２１２１（代） 
決算取締役会開催日  平成１２年１１月２８日     中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日  平成１２年１２月 ８日 
 
１．１２年９月中間期の業績（平成１２年４月１日～平成１２年９月３０日） 
(1) 経営成績        （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売  上  高  営 業 利 益 経 常 利 益  
 
１２年９月中間期 
１１年９月中間期 

百万円   ％ 
２２,３１８  （6.9） 
２０,８６８  （6.1） 

 百万円    ％ 
２,２９１    ( 32.1) 
１,７３４   （△7.7） 

百万円   ％ 
２,９５３  （28.7） 
２,２９４  （46.4） 

１２年３月期 ４４,８７８    （5.7） ４,４８４   （  7.7） ５,３９４    （21.4） 

 

 
 

中間(当期)純利益 
1 株当たり中間 
（当期）純利益 

 

 
１２年９月中間期 
１１年９月中間期 

百万円   ％ 
１,７３４    （28.0） 
１,３５５    （ 1.4） 

        円    銭 
        ８９   ４０ 
        ６９   ８５   

１２年３月期 ２,７５４    （20.0） １４１    ９６ 

 

(注)1.期中平均株式数 12 年 9 月中間期 19,404,000 株  
11 年 9 月中間期 19,404,000 株  
12 年 3  月  期 19,404,000 株   

2.会計処理の方法の変更  無 
3.売上高､営業利益､経常利益､中間(当期)純利益におけるパーセント表示は､対前年中間期増減率 

 
(2) 配当状況 

 
1 株当たり 
中間配当金 

1 株当たり 
年間配当金 

 
  12年 9月中間期 
  11年 9月中間期 

       円      銭 
１２    ００ 
１０    ００ 

        円      銭 
―   ― 
―   ― 

12 年 3 月期 ―    ― ２５   ００ 
                      

店 
 

  

 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本
 

12 年９月中間期 
11 年９月中間期 

百万円 
６３,９７１ 
５８,６３７ 

百万円 
４９,７２９ 
４７,０８９ 

７７
８０

12 年３月期 ６３,４７４ ４８,２９５  ７６
(注)期末発行済株式数 12 年 9 月中間期 19,404,000 株  

11 年 9 月中間期 19,404,000 株  
12 年 3 月 期 19,404,000 株 

 
２．１３年３月期の業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３

 売 上 高 経常利益 当期純利益 

通 期 
百万円 

４６,５００ 
百万円 

６,０７０ 
百万

３,５４０ 
(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）  １８２円４０銭 
 
 
 

登録銘柄（店頭管理銘柄） 

本社所在都道府県 
東京都 
比率 1 株当たり株主資本  
％ 

．７ 
．３ 

          円  銭 
２,５６２  ８５  
２,４２６  ８１ 

 

．１ ２,４８８  ９２  

１日） 
1 株当たり年間配当金  
期 末   

円    円   銭 
１２ ００ 

   円   銭 
２４ ００ 

 



1-1.中 間 貸 借 対 照 表

　(単位：千円）　千円未満切捨て

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

% % %

Ⅰ.

※２ 16,455,916 14,703,846 16,392,094

27,023 18,696 37,134

※２ 16,247,396 16,117,220 17,004,533

199,740 99,790 199,620

6,351,428 6,125,740 5,972,726

4,500,010 3,500,050 4,000,050

866,488 759,133 810,737

1,110,094 1,023,859 1,293,440

△894,800 △1,240,000 △555,000

44,863,297 70.1 41,108,337 70.1 45,155,337 71.1

Ⅱ.

※１ 6,142,750 9.6 5,104,709 8.7 5,507,810 8.7

777,480 1.2 724,633 1.2 784,902 1.2

投 資 有 価 証 券 ※２ 4,100,518 4,645,070 4,167,072

関 係 会 社 株 式 ※２ 3,225,504 3,753,053 3,750,053

繰 延 税 金 資 産 2,263,470 1,380,748 2,166,562

そ の 他 ※２ 2,718,310 2,875,758 3,739,270

投 資 評 価 引 当 金 △120,000 △644,000 △644,000

貸 倒 引 当 金 △200 △311,000 △1,153,000

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 12,187,605 19.1 11,699,631 20.0 12,025,958 19.0

19,107,835 29.9 17,528,975 29.9 18,318,670 28.9

63,971,133 100.0 58,637,312 100.0 63,474,007 100.0

Ⅰ.
5,340,312 5,247,818 5,584,432

※２ 3,765,981 2,949,684 4,232,167
1,076,370 461,856 1,780,843

6,394 - 12,999
510,000 485,000 460,000

※２ 1,378,898 1,063,254 1,790,814
12,077,958 18.9 10,207,613 17.4 13,861,257 21.8

Ⅱ.
1,340,837 571,599 523,412

822,700 758,200 794,300
- 10,000 -

2,163,537 3.4 1,339,799 2.3 1,317,712 2.1
14,241,495 22.3 11,547,413 19.7 15,178,969 23.9

Ⅰ. 資 本 金 4,387,000 6.9 4,387,000 7.5 4,387,000 6.9
Ⅱ. 資 本 準 備 金 8,683,563 13.6 8,683,563 14.8 8,683,563 13.7
Ⅲ. 利 益 準 備 金 1,096,750 1.7 1,096,750 1.9 1,096,750 1.7
Ⅳ. そ の 他 の 剰 余 金

任 意 積 立 金 26,348,214 26,348,214
中 間 （当 期） 未 処 分 利 4,189,347 6.5 6,574,371 11.2 7,779,510 12.3
そ の 他 剰 余 金 合 35,537,562 55.6 32,922,585 56.1 34,127,724 53.8

Ⅴ. そ の 他 の 有 価 証 券 評 価 差 額 24,761 0.0 - - - -
49,729,637 77.7 47,089,899 80.3 48,295,038 76.1
63,971,133 100.0 58,637,312 100.0 63,474,007 100.0

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産 合 計

固　　定　　資　　産

固 定 負 債 合 計

固 定 資 産 合 計

流　　動　　資　　産

流 動 負 債

固 定 負 債

た な 卸 資 産

そ の 他
流 動 負 債 合 計

退 職 給 与 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金

資 本 合 計
負 債 ・ 資 本 合 計

負 債 合 計
(資     本     の     部)

そ の 他

買 掛 金
未 払 法 人 税 等
未 払 事 業 税 等
賞 与 引 当 金

(負     債     の     部)

支 払 手 形

前　　期
（平成1２年３月31日現

在）

当　中　間　期
（平成12年９月３０日現

在）

前　年　中　間　期
（平成11年９月３０日現

在）

現 金 及 び 預 金

資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

(資     産     の     部)

短 期 貸 付 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

期
別科   目
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　　(単位：千円）　千円未満切捨て

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

Ⅰ.

※５ 5,340,312 5,247,818 5,557,063

※２ 3,765,981 2,949,684 4,232,167

1,076,370 461,856 1,780,843

510,000 485,000 460,000

※２ 1,385,293 1,063,254 1,831,183

12,077,958 18.9 10,207,613 17.4 13,861,257 21.8

Ⅱ.

- 571,599 523,412

1,340,837 - -

822,700 758,200 794,300

- 10,000 -

2,163,537 3.4 1,339,799 2.3 1,317,712 2.1

14,241,495 22.3 11,547,413 19.7 15,178,969 23.9

Ⅰ. 資 本 金 4,387,000 6.8 4,387,000 7.5 4,387,000 6.9

Ⅱ. 資 本 準 備 金 8,683,563 13.6 8,683,563 14.8 8,683,563 13.7

Ⅲ. 利 益 準 備 金 1,096,750 1.7 1,096,750 1.9 1,096,750 1.7

Ⅳ. そ の 他 の 剰 余 金

任 意 積 立 金 31,348,214 26,348,214 26,348,214
中 間 （当 期） 未 処 分 利

益
4,189,347 6,574,371 7,779,510

そ の 他 の剰 余 金 合
計

35,537,562 55.6 32,922,585 56.1 34,127,724 53.8

Ⅴ. そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 24,761 0.0 - - - -

49,729,637 77.7 47,089,899 80.3 48,295,038 76.1

63,971,133 100.0 58,637,312 100.0 63,474,007 100.0

固 定 負 債

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

退 職 給 付 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負 債 合 計

(資     本     の     部)

流 動 負 債

賞 与 引 当 金

そ の 他

流 動 負 債 合 計

前　　期
（平成1２年３月31日現

そ の 他

固 定 負 債 合 計

未 払 法 人 税 等

当　中　間　期
（平成12年９月３０日現

前　年　中　間　期
(平成１１年９月３0日現

在)

支 払 手 形

買 掛 金

(負     債     の     部)

科    目
期
別
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1-2. 中　間　損  益  計  算  書

　　(単位：千円）　千円未満切捨て

金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 百分比
% % %

Ⅰ. 22,318,823 100.0 20,868,675 100.0 44,878,997 100.0

Ⅱ. 16,132,481 72.3 15,067,464 72.2 32,450,962 72.3

売 上 総 利 益 6,186,342 27.7 5,801,210 27.8 12,428,034 27.7

Ⅲ. 販売費及び一般管理費 3,895,251 17.4 4,067,015 19.5 7,943,382 17.7

営 業 利 益 2,291,090 10.3 1,734,195 8.3 4,484,652 10.0

Ⅳ. ※１ 702,882 3.1 612,030 2.9 1,010,134 2.2

Ⅴ. ※２ 40,948 0.2 51,319 0.2 100,232 0.2

経 常 利 益 2,953,024 13.2 2,294,906 11.0 5,394,554 12.0

Ⅵ. ※３ 542,991 2.4 545,907 2.6 557,922 1.2

Ⅶ. ※４ 831,828 3.7 719,752 3.4 1,519,669 3.3

税引前中間（当期）純利益 2,664,187 11.9 2,121,061 10.2 4,432,808 9.9

法人税、住民税及び事業税 1,100,000 4.9 500,000 2.4 2,250,000 5.0

法 人 税 等 調 整 額 △170,626 △0.8 265,695 1.3 △571,721 △1.2

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1,734,814 7.8 1,355,365 6.5 2,754,529 6.1

前 期 繰 越 利 益 2,454,533 2,778,441 2,778,441

過 年 度 税 効 果 調 整 額 - 2,405,577 2,405,577

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 高

- 34,985 34,985

中 間 配 当 額 - - 194,024

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 4,189,347 6,574,371 7,779,510

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 高

売 上 原 価

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

当　中　間　期 前　年　中　間　期 前　　期
自　平成12年4月　1日
至　平成12年9月30日

自　平成11年4月　1日
至　平成11年9月30日

自　平成11年4月　1日
至　平成12年3月31日

期　　別

科　　目
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

1. 資産の評価基準及び評価方法 
（１）たな卸資産 

商品・製品……先入先出法による原価法 
原 材 料……総平均法による原価法 
仕 掛 品……個別法による原価法 
貯 蔵 品……最終仕入原価法 

 
（２）有価証券 

     満期保有目的債券…償却原価法 
     その他有価証券 
      時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
              （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 
      時価のないもの…移動平均法による原価法 
２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 
法人税法に定める方法と同一の基準を採用し、定率法によっております。 
ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を

採用しております。 
なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採

用しております。 
（２）無形固定資産 

    法人税法の定める方法と同一の基準を採用し、定額法によっております。 
   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 
 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 
      債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
（２）投資評価引当金 

子会社等に対する投資により発生の見込まれる損失に備えるため、子会社等の財政状態を勘案
して計上しております。 

（３）賞与引当金 
従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（４）退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
（５）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に充てるため､内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

４.リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５.その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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追 加 情 報 

１．退職給付会計 

   当中間期から退職給付に係る会計基準（｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会

計審議会 平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比

較して、退職給付費用が 865,335 千円増加し、経常利益は 37,240 千円減少し、税引前中間純利益は

855,035 千円減少しております。 

なお、会計基準変更時差異（817,794千円）については、当中間会計期間で一括費用処理しており
ます。 

また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しております。 

２．金融商品会計 

   当中間期から金融商品に係る会計基準（｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会

計審議会 平成１１年１月２２日））を適用し、有価証券の評価の方法について変更しております。

この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益及び税引前中間純利益は 163,682 千円増加

しております。 

   また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的の債券及びその他有価証券

に含まれている債券のうち１年内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それら以外は

投資有価証券として表示しております。 

３．外貨建取引等会計基準 

当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（｢外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意

見書｣（企業会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。この変更による損益への

影響はありません。 
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注 記 事 項 
（中間貸借対照表関係） 

 

当 中 間 期 

（平成12年9月30日現在） 

前 年 中 間 期 

（平成11年9月30日現在） 

前   期 

（平成12年3月31日現在） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 
          4,990,408千円 
  

※1.有形固定資産の減価償却累計額 
           4,920,486千円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 
          4,830,107千円 
  

※2.  ――――  ※2.外貨建資産及び負債が次のとおり含
まれております。 

※2.外貨建資産及び負債が次のとおり含
まれております。 

 

 

現金及び預金     US$    1,565,664.97 
(167,447千円) 

売 掛 金      US$       7,965,263.34 
              (851,884千円) 

投  資     US$     11,775,695.00 

有価証券            (1,497,726千円) 

売 掛 金   US$       1,309,679.58 
              (139,022千円) 
         STG£         662,379.43 

(112,074千円) 

投  資  US$       8,586,958.52 

有価証券           (927,237千円) 
 関係会社     US$      1,330,000.00 

出 資 金              (139,252千円) 
（投資その他の資産(その他)） 

関係会社  US$       1,330,000.00 

出 資 金              (139,252千円) 
（投資その他の資産(その他)） 

 買 掛 金     D M    13,378,628.50 

          (777,164千円) 

    US$       6,133,510.45 

                   (655,978千円) 

関係会社   US$      2,900,000.00 

長期貸付金               (310,155千円) 

（投資その他の資産(その他)） 

買 掛 金   EUR          7,720,665.00 

    (786,349千円) 
         US$       3,553,711.67 
              (377,226千円) 
 
未 払 金  US$           956,399.05 
(流動負債(その他))            (101,521千円) 
 

 

 

関係会社    US$      6,800,000.00 

株    式            (883,754千円) 
 

関係会社  US$       6,800,000.00 

株  式           (883,754千円) 
 

  破産債権・    US$       11,831,722.68 

更生債権等             (1,255,937千円) 

（投資その他の資産(その他)） 

3. ―――― 
 

3.保 証 債 務          
  下記会社の金融機関借入金の保証を
行っております。 

保証先    保証額     保証限度額 
フクダ電子 US$ 2,627,000.00  US$ 3,000,000.00 
ｱ ﾒ ﾘ ｶ （280,957千円）   (320,850千円) 
コーポレーション  
（関係会社）    

3.保 証 債 務          
  下記会社の金融機関借入金の保証を
行っております。 

保証先    保証額     保証限度額 
ﾌ ｸ ﾀﾞ電子     
横浜販売㈱     27,794千円  50,000千円 
（関係会社） 

 
 
 
4.手 形 割 引 高 
   輸 出 手 形 割 引 高           1,428,723千円 

ﾌｸﾀﾞ電子   
南東北販売㈱   27,690千円   100,000千円 
（関係会社） 
4.手 形 割 引 高 
輸 出 手 形 割 引 高            112,453千円 

 
 
 
4.手 形 割 引 高 
  輸 出 手 形 割 引 高             159,287千円 

 



 

   7 

当 中 間 期 

（平成12年9月30日現在） 

前 年 中 間 期 

（平成11年9月30日現在） 

前   期 

（平成12年3月31日現在） 

※5.中間期末日満期手形 
   中間期末日満期手形の処理について
は、手形交換日をもって決済処理をし
ております。なお、当中間期間の末日
は金融機関の休日であったため、次の
中間期末日満期手形が中間期末日残
高に含まれております。 

   支払手形       7,470千円 

※5. ―――― ※5.  ―――― 

6.消費税等の取扱い 
 仮払消費税等及び仮受消費税等は相
殺のうえ、流動負債の｢その他｣に含め
て表示しております。 

 
 

6.消費税等の取扱い 
同   左 

6.  ―――― 
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（中間損益計算書関係） 
 

当中間会計期間 前中間会計期間 前 事 業 年 度 

(自平成12年4月1日至平成12年9月30日) (自平成11年4月1日至平成11年9月30日) (自平成11年4月1日至平成12年3月31日) 
※1.営業外収益の主要項目 
受取利息              44,336千円 
受取配当金           465,372千円 

   為替差益         55,096千円 
不動産賃貸収入       110,320千円 

※1.営業外収益の主要項目 
受取利息               45,200千円 
受取配当金            349,056千円 

当事業年度下半期計上 
見込額     6,000千円  

不動産賃貸収入         87,476千円 

※1.営業外収益の主要項目 
受取利息               93,755千円 
受取配当金            356,157千円 
 為替差益           141,874千円 
不動産賃貸収入        182,532千円 

※2. ――――            
  

※2.営業外費用の主要項目 
    過去勤務費用 
退 職 年 金           43,598千円 

※2.営業外費用の主要項目     
    過去勤務費用 

退 職 年 金           90,080千円 

※3.特別利益の主要項目 
    投資有価証券         542,991千円 
売   却   益          

※3.特別利益の主要項目 
    保険解約益           545,907千円 

※3.特別利益の主要項目 
    保険解約益           557,922千円 

※4.特別損失の主要項目 
退職給付会計基準     817,794千円 
変 更 時 差 異 

※4.特別損失の主要項目 
役員退職慰労金       715,720千円 

※4.特別損失の主要項目  
    役員退職慰労金       715,720千円 
    投資有価証券        679,168千円 
  評  価  損 

5.減価償却実施額 
  有形固定資産       209,981千円 
  無形固定資産        78,648千円 

5.減価償却実施額 
  有形固定資産     201,815千円 
無形固定資産      53,985千円 

5.減価償却実施額 
  有形固定資産     448,414千円 
  無形固定資産     123,053千円 

  



(リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる リース物件の所有権が借主に移転すると認められる リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引

取引 取引 取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償 １．リース物件の取得価額相当額、減価償 １．リース物件の取得価額相当額、減価償

　　却累計額相当額及び中間残高相当額 　　却累計額相当額及び中間残高相当額 　　却累計額相当額及び中間残高相当額

取 得 価 額 減価償却累計額 中 間 期 末 残 高 取 得 価 額 減価償却累計額 中 間 期 末 残 高 取 得 価 額 減価償却累計額 中 間 期 末 残 高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

工 具 ・ 器 具 工 具 ・ 器 具 工 具 ・ 器 具

及 び 備 品 及 び 備 品 及 び 備 品

無形固定資産 330,477千円 158,573千円 171,904千円 無形固定資産 254,814千円 149,147千円 105,667千円 無形固定資産 217,665千円 124,998千円 92,666千円

合 計 659,378千円 335,400千円 323,978千円 合 計 918,791千円 625,746千円 293,044千円 合 計 542,180千円 323,717千円 218,463千円

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額

１ 年 内 123,655千円 １ 年 内 162,965千円 １ 年 内 105,201千円

１ 年 超 216,661千円 １ 年 超 149,086千円 １ 年 超 124,102千円

合 計 340,317千円 合 計 312,051千円 合 計 229,303千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息
　　相当額 　　相当額 　　相当額

支払リース料 79,983千円 支払リース料 108,759千円 支払リース料 204,843千円

減価償却費相当額 68,577千円 減価償却費相当額 92,978千円 減価償却費相当額 179,091千円

支払利息相当額 11,747千円 支払利息相当額 11,372千円 支払利息相当額 20,268千円

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法 　・減価償却費相当額の算定方法 　・減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

　　る定額法によっております。

　・利息相当額の算定方法 　・利息相当額の算定方法 　・利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

　　の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

　　ついては、利息法によっております。

至 平成12年3月31日

同　　　左

同　　　左

同　　　左

同　　　左

187,377千円 324,515千円 198,718千円 125,796千円

当 中 間 会 計 期 間
自 平成12年4月 1日
至 平成12年9月30日

前 中 間 会 計 期 間
自　平成11年4月 1日
至　平成11年9月30日

前 事 業 年 度
 自 平成11年4月 1日 

476,599千円328,900千円1,176,826千円 152,073千円 663,976千円
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